
第２期ひょうご教育創造プラン

（兵庫県教育基本計画）

平成 年 月

兵 庫 県

素 案

兵庫が育む こころ豊かで自立した人づくり
― 学び、育て、支えるひょうごの教育 ―
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○ 兵庫県では、これまで、県民運動として「こころ豊かな人づくり」に取り組み、県民

が一体となって子どもたちを育む取組を進めてきた。特に、阪神・淡路大震災からの創

造的復興の過程では、ボランティアや助け合いなど共生の心を育むとともに、子どもた

ちが「生きる力」を身に付け、たくましく生きていけるよう、全国に先駆けて兵庫型「体

験教育」を展開するなど、学校・家庭・地域が連携・協力して兵庫の教育を推進してき

た。

○ このような中、平成18年12月、約60年ぶりに、教育の目的及び理念並びに教育の実

施に関する基本を定めるとともに、国及び地方公共団体の責務を明らかにする教育基本

法が全面改正された。これを受け、平成21年６月、同法第17条第２項に基づく本県の

教育の振興のための施策に関する基本的な計画として、「ひょうご教育創造プラン（兵庫

県教育基本計画）」を策定し、総合的な教育施策を展開してきた。

○ 他方、人口減少や少子・高齢化、グローバル化など、教育を取り巻く環境は大きく変

化しており、子どもたちがたくましく社会を生き抜くためには、自立して未来に挑戦す

る態度を育成することが一層重要となっている。

○ 国においては、平成25年６月に、第２期教育振興基本計画を策定し、教育基本法の理

念を踏まえた「教育立国」の実現に向け、「社会を生き抜く力の養成」、「未来への飛躍を

実現する人材の養成」、「学びのセーフティネットの構築」、「絆づくりと活力あるコミュ

ニティの形成」といった生涯の各段階を貫く教育の４つの基本的方向性を掲げ、成果目

標の設定と、それを実現するための具体的方策を示した。

○ 国の第２期教育振興基本計画を参酌するとともに、「21 世紀兵庫長期ビジョン」で示

された兵庫の将来像や、｢ひょうご教育創造プラン｣の成果と課題を踏まえながら、教育

基本法の理念の実現を図り、兵庫の教育を一層充実させるため、本県の教育がめざすべ

き方向性と今後講ずるべき施策等を示す第２期「ひょうご教育創造プラン（兵庫県教育

基本計画）」を策定する。

○ 本計画の性格は次のとおりである。

・教育基本法第17条第２項の規定に基づく、本県の教育施策に関する基本的な計画

・家庭教育、幼児期から大学等までの学校教育、社会教育・生涯学習、スポーツの振興

など、本県の教育に関する全体的な計画であり、教育に関する各分野の個別計画の基

本となる計画

・市町の教育に関わる計画の策定や施策の実施において、尊重されるべき基本指針

前 文

１ 策定の趣旨

２ 計画の性格
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○ 計画期間は、平成26年度から平成30年度までの５年間とする。

○ 毎年度、実施計画を定め具体的施策に取り組むとともに、その検証を行いつつ、次年

度実施計画に反映していく。

○ 具体的施策の推進にあたっては、県・市町（学校、社会教育施設等）、家庭、地域が一

体となって、教育関係ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）等の関係団体等とも連携を図

りつつ、社会全体で教育の向上に取り組む。

【教育基本法】

（教育振興基本計画）

第17条 政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に関

する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基本的な計画を

定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければならない。

２ 地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における教

育の振興のための施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。

３ 計画の期間及び運用
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(1)人口減少社会の到来

兵庫県の人口は2009年（平成21年）頃の560万人をピークに減少に転じており、2040

年（平成52年）には現在より90万人少ない約470万人となる見込みである。また、人

口に占める高齢者の比率も過去の予想を上回り、2045年（平成57年）頃には65歳以上

人口が約４割となる見込みである。

広い県土において、人口の偏在化も進んでいる。長期的には県内全域で人口が減少す

るが、神戸、阪神地域では2015年（平成27年）頃まで人口増加が続く一方、淡路、但

馬、西播磨等の地域は人口減少が著しく、2040 年（平成 52 年）頃には現在の６割を切

る水準にまで減少する市町もある見込みである。

本県の合計特殊出生率は2005年（平成17年）の1.25を底に、2010年（平成22年）

には1.36となり、近年わずかながら上昇しているものの、長期的には出生率の低い状態

第１部 教育をめぐる現状と課題

１ 社会情勢の変化

兵庫県の総人口の推移予測 （2010年までは国勢調査実績値）
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（出典：国勢調査（2010年までは実績値）を基に兵庫県ビジョン課作成）

【市区町単位の人口推移予測（2005年（平成17年）から2040年（平成52年）の増減率）】
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香美町（44％減）

淡路市（41％減）

佐用町（41％減）

新温泉町（40％減）

・・・

灘区（0.2％減）

芦屋市（2％増）

西宮市（5％増）

東灘区（9％増）

（出典：国勢調査、兵庫県将来推計人口を基に兵庫県ビジョン課作成）
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が続くと見られている。このため、子どもの数は県内全域で減少しているが、その減り

方には地域差が大きい。また、現在の性別・年齢別の就業率を前提に今後の県内就業者

数を推計すると、2040年（平成52年）頃には現在より73万人少ない182万人となる見

込みである。

少子化や社会環境の変化の中で、子どもたちが学校外で｢群れて遊ぶ」機会や幅広い年

齢の人々と触れ合う機会が減少している。このため、人間関係の持ち方やルールを学ぶ

といった従来なら自然に備わっていた社会性等を身に付けることが難しくなっている。

このような状況の中で、地域の活力を維持・向上させるため、ふるさと兵庫とその発

展を支える「ふるさと意識」を醸成するとともに、地域の課題解決の担い手として、活

力ある元気な兵庫づくりに積極的に挑戦する人づくりを進めることが課題となっている。

また、全ての県民が生涯にわたって様々な分野で学習することや、学習の成果を地域

での実践につなげることによって、本県の活力を維持、向上させていくことが課題であ

る。さらに、子どもたちに豊かな経験や知恵・技能を伝え、地域の将来の担い手を育成

する教育活動を充実するなど、地域の教育力を高めていくことが課題となっている。

(2) 価値観の変化

内閣府調査によると、都市化・過疎化、価値観やライフスタイルの多様化が進む中で、

人々は物質的な豊かさより心の豊かさを求めており、レジャーや余暇などの自由に使え

る時間を確保し、毎日の生活を充実させて楽しみたいという意識が高まっている。一方

で、日常生活での悩みや不安感は増加傾向にあり、老後の生活や今後の収入等の見通し

に不安を抱えている。

また、県民意識調査によると、生活の向上感が「低下している」と答えた人の割合は、

約４割と過去最高となった2008年（平成20年）調査以降、改善傾向が続いているが、

「生活が向上している」は依然として１割を下回っている。また、生活の満足度につい

ては、「満足」「まあ満足」が過去最低であった2008年（平成20年）調査の約４割から

上昇し、2011年（平成23年）調査からは半数を超えた。

（出典：平成24年度県民意識調査（兵庫県））（出典：平成24年度県民意識調査（兵庫県））

【合計特殊出生率の推移】

（出典：人口動態調査（厚生労働省））
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こうしたことから、人々が心の豊かさを重視している一方で、生活の向上感や満足感

は改善しているものの、十分には実感できない人がいまだ多い状況が見受けられる。

社会が成熟化し、経済や社会制度が発展する一方で、個人の価値観が、集団よりも個

を重視する傾向は現在も見受けられ、培われてきた文化の消滅や、人々の規範意識の低

下にもつながっている。

また、核家族世帯の増加等、家庭環境の変化に伴い、世代を経て蓄積されてきた子育

ての知識・経験や、高齢者から子どもへの世代を超えた人生の知恵の継承に支障が生じ

たりするなど、家庭の教育力の低下が指摘されている。このような家庭の教育力の低下

は、子どもたちの食習慣をはじめとした基本的生活習慣の乱れ、規範意識や学ぶ意欲、

体力・運動能力の低下など、育ちにも影響を及ぼしかねない。

このような状況の中で、社会を構成する個人が、「社会を維持し、より良いものにして

いく責任は自分たち一人一人にある」という公共の精神を自覚し、子どもたちの規範意

識や自尊感情、他者への思いやり、家族を大切に思う心、人間関係を築く力、社会性な

どの道徳性を育成していくことが課題となっている。また、核家族化等による家庭の教

育力の低下に対応するため、子どもたちの生活・学習習慣の確立に向けた家庭の役割の

明確化と、子育て施策と一体となった家庭教育への支援が課題となっている。

(3) 経済・雇用状況の変化

サービス産業の拡大、国籍を問わない人材採用、成果・能力重視の賃金制度の導入な

ど、かつてのような終身雇用・年功序列といった一律横並びの雇用慣行が変容しつつあ

り、パートタイム、アルバイトなど非正規雇用者の割合が年々増加するなど、雇用の多

様化が進行している。

総務省の「就業構造基本調査｣によると、本県の有業率は2012年（平成24年度）には

54.5％と、2007年(平成19年度)と比較して2.2ポイント低下している。また、2012年

（平成24年度）の非正規職員・従業員の割合は39％となっており、若年者（15～34歳）

では34.9％となっている。また、定職に就かないフリーターや若年無業者（いわゆるニ

ート）の存在など、若者の就学から就業への移行が円滑に行われない状況も見られる。

厚生労働省調査によると、就職後３年以内に離職した者（平成21年３月卒業者）の割

合は、中学校卒業者が 64.2％、高等学校卒業者が 35.7％、大学卒業者が 28.8％となっ

ており、就職しても自らのイメージと異なる等の理由により、簡単に離職してしまう者

も少なくない。

他方、自ら起業家となる人やＮＰＯ(非営利団体)で活動する人が増加するなど、しご

とのスタイルが多様化している。

このように経済・雇用状況等が変化する中にあって、子どもたちが夢や目標を持ち、

自分の生き方を多様な可能性の中から主体的に選択し、その実現に向けて努力していく

意欲・態度等を育成するなど、子どもたちのキャリア形成を支援していくことが課題と

なっている。

(4) グローバル化の進展

中国をはじめとするアジアの国々が急激な成長を見せ、世界経済はアメリカ一極から

ＥＵ、アジアなどを加えて多極化が進んでいる。また、特定の国・地域間における自由

貿易協定（ＦＴＡ）や経済連携協定（ＥＰＡ）の締結の拡大などにより、市場における

プレーヤーの役割や利害関係の複雑化が進んでおり、日本の国際的な存在感の低下が懸

念される。

また、日本企業においても、近年のアジア現地企業の技術水準の向上により現地調達

が進み、中国やインドなどアジア地域のマーケットとしての魅力も向上しており、製造

業の生産・開発・販売拠点の海外展開等が年々進んでいる。
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このようなグローバル化の加速度的な進展により、これまでのように大手企業や一部

の業種だけでなく、様々な分野で外国語によるコミュニケーション能力が求められる時

代になっているにもかかわらず、今後のグローバル社会を担う若い世代の語学力はアジ

ア主要国と比較して低水準にとどまっている。

また、グローバル化に伴い、異文化に対する理解や異文化との共存等の必要性も増し

ている。本県では約10万人の外国人県民が在住しており、県内の大学・短期大学、専修

学校等に在籍する留学生数は10年前の２倍以上になるなど、着実に伸びてきている。

他方、海外に留学した日本人は2004年（平成16年）の約８万３千人をピークに減少

傾向にあり、学生や研究者等若者の海外への関心が低下する、いわゆる「内向き志向」

も指摘されている。

このような状況の中、子どもたちにチャレンジ精神や創造性、コミュニケーション能

力等、グローバル社会を生き抜くための力を身に付けさせることが課題となっている。

また、国際社会に生きる日本人としての自覚をもたせるとともに、民族や国籍を異にす

る人々が互いに自他の文化や習慣を尊重し、共に生きる心を育成していくことが課題と

なっている。

(5) 高度情報化の進展

携帯電話・スマートフォンの普及により、インターネットは人々の生活の隅々に浸透

した。ブログ、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）、ツイッターといっ

たコミュニケーション手段が新たに出現し、インターネットの情報発信力は飛躍的に高

まっている。

情報通信技術の進歩はきわめて早く、今後も短期間のうちに、新たなコミュニケーシ

ョン手段が生まれる可能性が高い。

インターネット利用のための垣根が低くなる一方で、情報リテラシーや情報モラルの

低さから、様々な弊害が生じ、利用者が犯罪に巻き込まれるケースも増加している。特

に、携帯電話やインターネットの不適切な利用による被害や、有害情報にさらされトラ
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ブルに巻き込まれる事例、電子メールやＳＮＳ上での誹謗中傷などから生じるいじめ、

暴力行為や、インターネット上への社会通念上不適切な行為の掲載など、インターネッ

ト利用に関わる事例が増加している。

このような状況の中、大人がネットワーク社会を正しく理解し、子どもたちに適切な

情報活用能力を身に付けさせるとともに、人権尊重の視点を踏まえた情報モラルの向上

を図り、高度情報化社会に主体的に対応できる力を育成することが課題となっている。

(6) 環境問題の深刻化

地球規模で温暖化が進行し、日本でも長期的に年平均気温が上昇傾向にあり、近年は、

これまでにない異常気象による集中豪雨で都市機能が麻痺するなど、人々が地球環境の

悪化を身近な危機として実感するようになった。

また、我々の生活は、空気や水、食料や燃料の供給、森林等の持つ公益的機能など、

直接的、間接的に生物の多様性がもたらす恵みと関わり合っている。本県は、多様な気

候・地形から生物多様性の宝庫であるが、絶滅の恐れがある動植物が増加しており、そ

の保全に向けた取組を進める必要がある。一方で、野生動物による農林業被害が大きく、

人と自然の共生に向け、野生動物の適切な保護管理が必要となっている。

また、世界人口の増加に伴う将来的なエネルギーや食糧供給のひっ迫の可能性が高ま

る中、再生可能エネルギーの拡大や食糧生産性の向上により自給率等を高めるなど、地

域の持続性を確保していく必要がある。

このような状況の中、多様な主体の参画と協働により、子どもたちが環境についての

理解を深めるとともに、命あるものと触れ合う中で自然に対する豊かな感性や生命を大

切に思う心を育み、持続可能な環境適合型社会の実現に向けた主体的な行動力の育成が

課題となっている。
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(1) 「確かな学力」の確立

[これまでの取組]

「新学習システム」による個に応じたきめ細かな指導や、「学習タイム」の一層の充実、

全国学力・学習状況調査の結果を踏まえた思考力・表現力など知識・技能を活用する力を

育成する指導の充実、小学校５・６年生における「兵庫型教科担任制」の推進等、学力向

上方策の充実に取り組んできた。

[成果・課題]

「兵庫型教科担任制」では、学級担任制のよさを生かしつつ、教員の教材研究の深化等

による教科の専門性や授業力が向上するとともに、複数の教員による組織的・協力的な生

徒指導が行われ、中学校への円滑な接続に教育効果が見られた。

また、全国学力・学習状況調査における本県の教科に関する状況は、継続して全国と同

程度であるが、小学校、中学校ともに改善傾向が見られる。しかしながら、国語における

目的や意図に応じて情報を読み取り、条件に合わせて考えや意見を書くことや、算数・数

学における用語を用いて事象の関係を理解し、適切に表現することなどの記述式問題や、

中学校における国語や理科への関心・意欲・態度、言語活動・読解力に課題が見られた。

また、家で、学校の授業の復習をしている児童生徒の割合は、全国平均を下回り、家庭で

の学習意欲・学習習慣の確立に課題がある。

[今後の方向性]

今後は、全国学力･学習状況調査で明らかになった活用力の向上や言語活動､理数教育等

の課題を中心に学力向上の取組の充実、学習意欲・学習習慣の確立に取り組む必要がある。

２ 本県教育の成果と課題（第１期プランの検証）
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(2) 「豊かな心」の育成

[これまでの取組]

兵庫ゆかりの人物を取り上げるなど地域の特性を生かし、子どもたちに生き方を考えさ

せる「兵庫版道徳教育副読本」（平成22年）を作成、全小・中学校児童生徒に配布し、活

用を図るとともに、道徳の時間の授業公開、教員研修等に取り組んできた。

また、小学３年生の環境体験事業や５年生の自然学校、中学１年生の青少年芸術体験事

業～わくわくオーケストラ教室～、２年生のトライやる・ウィーク、高校生のふるさと貢

献活動事業～トライやる・ワーク～及び就業体験事業～インターンシップ推進プラン～等、

児童生徒の発達の段階に応じた系統性のある兵庫型「体験教育」に取り組んできた。

[成果・課題]

全国学力・学習状況調査結果においては、小・中学生とも規範意識に関する質問項目で

肯定意見が90％を超えるなど高い傾向にある。しかし、「自分にはよいところがあると思

う」や、「人が困っているときは進んで助ける」などの自尊感情や、実際の行動につなげ

る力については十分とはいえない状況にあり、また、小学生よりも中学生の意識が低くな

る傾向にある。

[今後の方向性]

今後は、兵庫版道徳教育副読本の活用等により道徳教育の充実を図るとともに、兵庫型

「体験教育」等の充実を図る中で、自尊感情や実際の行動につなげる力を育成する必要が

ある。また、小・中学校で実施しているふるさと兵庫への誇りや愛着を高める体験活動や

高校生のふるさと貢献活動を通して、「ふるさと意識」の醸成を図る必要がある。

(3) 「健やかな体」の育成

[これまでの取組]

児童生徒の体力・運動能力の向上については、全国体力・運動能力等調査の結果から、

体力と運動能力等の関係を分析・検証し、「運動プログラム2009」の普及や小学校教員の

体育実技指導力向上を図る研修、中学校運動部活動への外部指導者の派遣等、学校におけ

る体力向上に取り組んできた。

また、学校における食育については、兵庫県学校給食・食育支援センターをはじめ各種

学校の規則を守っていますか

〔小学校６年生〕 〔中学校３年生〕

◆ 本県の小学生・中学生の道徳性に関する意識

学校のきまりを守っていますか
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一人一人の人間には考えや性
格などに違いがあるというこ
とを大切にしていますか

いじめは、どんな理由
があってもいけないこ
とだと思いますか

一人一人の人間には考えや性
格などに違いがあるというこ
とを大切にしていますか

いじめは、どんな理由
があってもいけないこ
とだと思いますか

友だちが悪いこ
とをしたときは
注意しますか

「平成25年度 全国学力・学習状況調査」（文部科学省）より
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団体との連携を図りつつ、食育に係る年間指導計画の作成等「学校における食育実践プロ

グラム」に基づく学校における食育の推進に取り組んできた。

[成果・課題]

「兵庫県体力・運動能力調査」結果においては、児童生徒の体力・運動能力は全体的に

向上傾向にあるが、体力水準の高かった昭和60年と比較可能な22項目（握力、50ｍ走、

持久走、ボール投げ）において、平成24年の記録が昭和60年を上回っている項目は５項

目（小・中・高等学校の男子 50ｍ走及び中学校女子 50ｍ走、中学校男子持久走（1,500

ｍ））で、その他の多くの項目で昭和60年の記録より低い。

学校における食育については、ほぼ全ての小・中学校で年間指導計画が作成されるなど、

食育推進体制が構築された一方で、地域と連携した体験活動や、給食の時間や家庭科だけ

でなく、その他教科や学校行事等、様々な教育活動を通じた食育の一層の推進が必要であ

り、「生きた教材」としての学校給食の活用と一層の食育の推進を図ることが重要である。

[今後の方向性]

今後は、地域のスポーツ指導者等を活用した体育授業の充実や、学校教育活動全体で体

力向上に取り組む時間の確保などにより、体力・運動能力の一層の向上を図る必要がある。

また、「食育実践プログラム（改訂版）」や「食育ハンドブック」の活用の促進を図り、学

校・家庭・地域の連携体制の構築や、学校教育活動全体を通じた効果的な食育実践に取り

組む必要がある。

(4) 県立高等学校教育改革の推進

[これまでの取組]

「県立高等学校教育改革第二次実施計画」（平成 21 年度～25 年度）に基づき、多部制

単位制高校、中高一貫教育校、特色ある専門学科等の設置や、特色選抜や複数志願選抜の

順次導入等、「インスパイア・ハイスクール事業（平成22年度～）」を活用した高等学校

の特色づくりに取り組んだ。また、約半世紀ぶりに全日制普通科高等学校の通学区域の見

直しを行い、平成27年度入学者選抜から、現行の16学区を５学区に再編することとし、

新通学区域の円滑な導入に向け、必要となる選抜制度の工夫・改善を行った。

学力向上の取組については、習熟度別指導等の少人数教育の充実に加え、特色ある教

小５

中２

高２

〔女 子〕〔男 子〕

◆ 本県の小学生・中学生・高校生の体力・運動能力の状況

平成24年度「兵庫県児童生徒体力・運動能力調査」

（兵庫県教育委員会）より

昭和60年頃の記録(S59～61年度

の全国平均値)を指数100とする
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科・選択科目の開設や民間人などの専門性のある非常勤講師の活用、各校の特色に応じた

学力向上プランの実践の支援及びその成果の普及等に取り組んだ。

[成果・課題]

平成24年度に「第二次実施計画」の推進状況の評価・検証等のため設置した「県立高

等学校長期構想検討委員会」から、「魅力ある学校づくり、新しい選抜制度の定着等につ

いて、当初の目的が概ね達成されている。」と評価を得ている。一方で、複雑化した入学

者選抜制度・方法の改善、少子化が進む中での望ましい学校規模の確保と配置の適正化、

新通学区域の円滑な導入やこれに伴う各高等学校の教育内容の充実及び教員の意識改革

が課題となっている。

また、学力向上の取組については、高校学力向上推進プロジェクト指定校において、研

究授業等の実施により教員の意識改革や授業改善が進展した。一方で、高校生の学習への

意欲は高い傾向にあるが、家庭での学習など学習習慣の定着に課題がある。

[今後の方向性]

今後は、これまでの魅力・特色づくりの成果を踏まえ、各高等学校の一層の特色化を進

めるとともに、全ての教科等で教材「ことばの力」等を活用した言語活動の推進や学力向

上プロジェクトの成果の全高等学校への普及に取り組む必要がある。

(5) 特別支援教育の充実

[これまでの取組]

「兵庫県特別支援教育推進計画（平成19～23年度）」に基づき、県立特別支援学校の再

編整備や校園内支援体制の構築、コーディネーターの養成等教員の専門性の向上、教員の

専門性を生かした地域の特別支援学校のセンター的機能の充実などに取り組んできた。ま

た、通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ等を含めた障害のある子どもたちのライフサイ

クルを見通して、持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するために、一人

一人の教育的ニーズを把握し、きめ細かい適切な教育支援を行ってきた。

[成果・課題]

知的障害特別支援学校在籍者の増加に対応するための特別支援学校の計画的整備や、高

等学校に特別支援分教室の設置、高等学校生徒との交流及び共同学習を推進した。また、

特別支援学校教員免許状取得のための認定講習の実施により、免許状保有率が向上した。

一方で、計画策定後も知的障害特別支援学校在籍者が急増し続けるとともに、国において

インクルーシブ教育システムの構築に向けた検討が進められており、このような状況を踏

まえ、規模過大校解消等に向けた緊急対策を講じつつ、次期推進計画の検討を進める必要

がある。

[今後の方向性]

今後は、交流及び共同学習の成果を踏まえるとともに、国の障害者権利条約に係る法整

備やインクルーシブ教育システムの構築に向けた動向を見据えつつ、次期推進計画を策定

し、規模過大校の解消や、個別の指導計画や教育支援計画の活用等による特別支援教育の

充実に取り組む必要がある。

(6) 私学教育の振興

[これまでの取組]

私立学校は、建学の精神に基づく独自の教育方針により、特色ある教育を提供し、「兵

庫の私学」の名を全国に広め、本県における学校教育の推進力として大きな役割を果たし
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ている。また、専修学校・各種学校は、若年層の職業意識の希薄化などにより、フリータ

ー等の若年者の不安定就労や、いわゆるニートと呼ばれる若者の存在が社会問題となって

いる中、実践的な職業教育・技術教育等を行う教育機関として重要な役割を果たしている。

私立学校の教職員人件費や学校運営費等の経常的経費に対する助成や、魅力ある学校づ

くり、様々な体験学習をはじめ特色ある教育活動等に対する助成、私立高等学校等生徒の

就学助成等の私学教育の充実支援等を行ってきた。私立幼稚園においては、保育の量的拡

大や質の高い保育サービスの提供など幼保一元化に向けた取組の促進や、子ども子育て新

システムへの移行を見据えた預かり保育に対する補助を行ってきた。

[成果・課題]

県財政が厳しい状況にある中ではあるが、各種の補助制度の助成水準の維持・向上に努

めるとともに、平成22年度には国による高等学校等就学支援金制度の創設にあわせ、低

所得者層に重点を置いた授業料軽減補助制度の見直しを行うなど、情勢に応じた私学助成

を進めた結果、私立学校における経営の安定、保護者負担の軽減が図られてきた。経済情

勢の低迷や少子化の進展など、私学を取り巻く環境が厳しくなりつつあるほか、平成 27

年度においては公立高校の通学区域の再編、子ども・子育て支援新制度への移行といった

新たな動きを控え、さらなる環境の変化が予想される。こうした動向に対応し、より一層

の特色化を図るなど、私立学校自らが様々な取り組みを推進する必要があり、県としても

こうした取り組みに対して適切な支援が求められている。

[今後の方向性]

今後も引き続き、多様な個性や能力を伸ばす教育の充実を図るとともに、保護者の経済

的負担の軽減を図るため、引き続き経常費補助や授業料軽減等の助成を行うほか、専修学

校・各種学校等に対し教育の振興のための助成を行うなど、私立学校教育の充実に向けた

支援が必要である。

(7) 高等教育の推進

[これまでの取組]

県立大学では、第１期プランにおいて、教育の充実・強化や研究のさらなる発展・高度

化、社会貢献の積極的展開、顔が見える大学づくり、積極的な情報発信に取り組み、緑環

境景観マネジメント研究科(平成21年度)やシミュレーション学研究科(平成23年度)の開

設、次世代ピコバイオロジー教育研究の推進等に努めてきた。また、ＨＵＭＡＰ構想の推

進や学長と知事の懇話会の開催等により、県内外の大学の連携・交流の拡大に努めてきた。

[成果・課題]

県立大学においては、教育・研究・社会貢献等の各分野においてプランの目標を概ね達

成するとともに、兵庫県立大学評価委員会において、「全体として概ね計画どおり」との

評価を得ており、特に、①経営研究科（ＭＢＡ）等の開設による高度専門職業人の育成、

②県内に集積する高度な研究基盤を活用した先端研究の推進、③地域との連携・協働活動

に全学的に取り組む地域創造機構の開設などの取組について、高い評価を得た。また、Ｈ

ＵＭＡＰ構想に基づく留学生・研究者の交流人数についてもプランの目標を達成した。

一方で、大学間競争は激しさを増し、全国的に公立大学の法人化が進むなど、県立大学

を取り巻く環境は大きく変化したことから、「兵庫県立大学改革委員会」等における検討

結果を踏まえ、平成25年４月に公立大学法人兵庫県立大学を設立するとともに、同年６

月に、法人が平成30年度までの６年間に達成すべき中期目標を策定した。また、国にお

いては、留学生30万人計画や大学間連携共同教育推進事業等の取組を進めるなど、県内
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外の大学の連携・交流の必要性がますます高まっている。

[今後の方向性]

今後は、自律的かつ効率的な大学運営により、伝統と強みを活かした個性・特色豊かな

県立大学づくりを推進するとともに、県内外の大学の連携や、県内大学の地域への社会貢

献を一層推進する必要がある。

(8) 防災教育の推進

[これまでの取組]

東日本大震災や近年の災害の状況等も踏まえ、地震・津波や風水害など、地域の特性に

起因する様々な自然災害から自らの生命を守るために必要な能力や態度を身に付け、助け

合いやボランティア精神など「共生」の心を育み、人間としての在り方生き方を考えさせ

る「兵庫の防災教育」の充実を図るため、防災教育副読本「明日に生きる」や、「学校防

災マニュアル」の改訂を行い、防災教育と学校の防災体制の整備を進めてきた。

また、「震災・学校支援チーム（ＥＡＲＴＨ）」を中心に、教職員が阪神・淡路大震災の

貴重な教訓を子どもたちに語り継ぐとともに、県内外への発信に取り組んできた。

[成果・課題]

全市町での防災教育推進連絡会議の開催、全公立学校での災害対応マニュアルの作成等、

市町・学校の防災体制の整備が進展した。また、東日本大震災被災地支援において、教職

員及び高校生等のべ1,984人（平成25年３月現在）が兵庫の防災教育の取組をいかした支

援活動を実施した。一方で、阪神・淡路大震災から19年が経過し、震災体験の風化が懸念

される中、高い防災意識を持って進める防災教育や、地域と連携した防災訓練の実施に課

題がある。

[今後の方向性]

今後は、東南海・南海地震等の災害に備え、子どもたちが災害に対する正しい知識を身

に付け、災害発生時に適切に判断し、主体的に行動する力を育成するため、副読本を活用

した防災教育の充実を図るとともに、全ての小学校区で地域と連携した防災訓練の実施等、

子どもたちの命を守る学校防災体制を強化する必要がある。また、東日本大震災の被災地

への継続的な支援に取り組むとともに、被災地支援を通じて得られる経験を今後の兵庫の

防災教育に生かす必要がある。

(9) いじめ・不登校等への対応

[これまでの取組]

「心の専門家」であるスクールカウンセラー、キャンパスカウンセラーを学校に配置し、

子どもや保護者の心の相談にあたるとともに、教職員に対する相談支援を実施した。また、

いじめや児童虐待等について福祉等関係機関との連絡調整等を行うスクールソーシャル

ワーカーを派遣し、各学校における生徒指導上の諸問題への支援を行ってきた。

[成果・課題]

このような中、いじめの問題が全国的な課題となり、本県でも中高生を中心にいじめ問

題が相次いで発生したことから、スクールカウンセラーの配置拡充や「いじめ対応マニュ

アル」の改訂、いじめ防止啓発チラシの家庭への配布などの対応を図り、学校の取組を支

援した。また、暴力行為等の問題行動や不登校は概ね減少傾向にあるが、依然として憂慮

すべき状況である。
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[今後の方向性]

今後は、平成25年６月に成立した「いじめ防止対策推進法」に基づき、いじめの防止

等のための対策に関する基本方針を策定するとともに、県・市町・関係機関が連携し、い

じめ相談の情報共有、相互協力を図るいじめ対応ネットワークの構築、相談窓口の充実、

課題に即応した専門的・多面的な支援、カウンセリング・マインド研修等による教職員の

対応能力向上など、総合的ないじめ対策の充実が必要である。

また、若年者の自殺が深刻な状況にある中、本県においても高校生が尊い命を絶ったこ

となどを踏まえ、自殺の予防対策を講じる必要がある。

(10) 学校・家庭・地域の連携

[これまでの取組]

全市町において学校支援地域本部などの地域全体で学校を支援する体制を整備し、学習

支援、部活動指導、環境整備、登下校の安全指導等幅広い支援活動を展開してきた。学校

や通学路において子どもたちが安全に過ごせるよう、地域のボランティアや関係団体・機

関との連携による地域ぐるみで子どもの安全を守る取組も定着してきた。

また、地域ぐるみの子育て支援団体や機関相互の連携を強化するとともに、地域の人た

ちが気軽に子育ての応援や相談ができる環境整備や、幼稚園、保育所等の施設開放、保護

者同士の交流、児童虐待等の未然防止のための地域・学校・関係機関が連携した活動など

の子育て支援を行ってきた。

[成果・課題]

地域住民の子どもたちへの関心は向上しており、子どもの安全・安心な居場所を確保す
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る「子ども教室」の開設が進み、特に12市町では全小学校区で開設するなど、子どもを

地域で育む環境づくりが浸透した。また、学校安全ボランティア（スクールガード）の登

録者数は、小学校数や児童数が減少する中、一定の数を確保するなど、地域ぐるみで子ど

もの安全を守る取組が進んだ。一方で、学校支援地域本部や子ども教室における市町ごと

の実施状況の差や、学校安全ボランティアの登録者数の確保、学校に対して地域が提供で

きる支援と学校のニーズとのミスマッチ、地域から学校への働きかけ等には課題がある。

[今後の方向性]

今後は、地域の子どもの教育に対する県民の意識をさらに高めていくため、学校から地

域への情報発信に基づく学校が求める人材の確保や、コーディネーターの資質向上を図る

とともに、地域の団体や住民相互の連携を図り、地域が主体となった学校地域連携を一層

進めていく必要がある。また、通学路の安全確保のための見守り活動の一層の推進と警

察・道路管理者等と連携する必要がある。さらに、家庭の教育力を高めるため、地域で子

育てを支える環境づくりなど、地域における継続的な支援を行っていく必要がある。

(11) 学校の組織力及び教職員の資質能力の向上

[これまでの取組]

優秀な管理職の養成や、学校運営・教育活動の中核的役割を担う主幹教諭の積極的な登

用・配置に努めた。また、全ての教職員が心身ともに健康で、子どもと向き合う時間を確

保し、教育活動の充実を図るため策定した「教職員の勤務時間適正化プラン」（平成 21

年３月策定）に基づき、超過勤務の要因となっている業務内容の調査・分析や改善計画・

改善活動の実施、ノー残業デー等の設置及び実施率の向上に取り組んだ。また、優秀な人

材を確保するため、教員採用試験において多面的な人物評価を行う面接を実施するととも

に、教職員のライフステージに応じた研修等を通じて専門性の向上に努めた。

[成果・課題]

約 93％の公立学校に主幹教諭を計画的に登用・配置し、学校の組織力の向上につなが

っている。また、「教職員の勤務時間適正化プラン」に基づく取組により、報告書作成や

成績処理等の業務時間の減少、休日の自宅への持ち帰り業務の縮減等、一定の成果が見ら

れた。一方で、学校における緊急・重大な問題への機動的かつ的確な対応と教育委員会と

の連携、教員の大量退職に伴う人材確保、学力向上に向けたＩＣＴ活用など教員の授業力

の向上等が課題となっている。また、教員の体罰が全国的な課題となり、体罰防止を徹底

する必要がある。
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[今後の方向性]

今後は、管理職のリーダーシップのもと、教職員全員が協働して様々な教育課題に組織

的かつ機動的に対応する体制の確立や、「教職員の勤務時間適正化新対策プラン」（平成

25 年２月策定）に基づいた校務・業務の効率化・ＩＴ化や勤務環境の整備などの県内全

ての学校の業務改善を促進する必要がある。また、優秀な教員を確保するための教員採用

試験の工夫・改善や、個々の教員の授業力向上を図るための教員研修の充実、教員の体罰

に係る未然防止研修の徹底や指導の強化等に取り組む必要がある。

(12) 社会教育・生涯学習の推進

[これまでの取組]

青少年、成人、高齢者等のライフステージにおける学習機会を充実するとともに、県民

一人一人が適切な学習機会を選択できるよう、学習情報の提供や学習相談の充実を行った。

また、学びと実践の一体化の視点に立った県民の自主的な活動の支援や、社会教育施設を

地域における学習の拠点、人づくり・まちづくりの拠点として機能させてきた。

[成果・課題]

その結果、学習に主体的に取り組み、目的をもって学ぶ県民や地域の活動に積極的に参

加する県民は一定の割合にあるが、社会教育・生涯学習における県民のニーズや社会の要

請を踏まえた学習機会の提供や、県民が学んだことを生かせる場の確保等の継続的な支援

に課題が見られる。

県立の社会教育施設では、各館とも特色を活かした取組を行っており、来館者の満足度

が毎年約 90％と高い状況にあるが、入館者数に伸びが見られない館が多いことから、魅

力ある展覧会の開催や効果的な広報等に一層の工夫が必要である。
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[今後の方向性]

今後も、県民のニーズや社会の要請を踏まえた学習や実践活動の機会や情報を提供し、

県民が積極的に学び、学習成果を生かして地域課題の解決に取り組む活動を支援する必要

がある。また､地域の課題と主体的に向き合い、地域を支える人を育てるために、県民の

学習や実践活動を支援する社会教育・生涯学習関係職員の資質能力の向上に取り組む必要

がある。

県立の各施設では新聞記事等での掲載やミュージアムフェアの開催などの広報活動の

より一層の取組や、県民のニーズを踏まえた魅力ある展覧会の開催に加え、県内全体でイ

ベントや講座、セミナー等、学習機会を充実し、関係機関・団体との連携等を図ることが

必要である。

(13) スポーツの振興

[これまでの取組]

平成18年に開催された「のじぎく兵庫国体」や「のじぎく兵庫大会」を契機として策

定された「兵庫県スポーツ振興行動プログラム」に基づき、県民だれもがそれぞれの年齢

や体力に応じて、「いつでも、どこでも、気軽に」スポーツを楽しむことができる体制や

環境を整備するため、県内全ての小学校区で住民が主体となって運営している「スポーツ

クラブ21ひょうご」を支援し、その活動を地域の活性化につなげるとともに、障害者ス

ポーツの振興を図り、スポーツを通して障害者の社会参加と障害への理解を促進してきた。

[成果・課題]

この結果、県民の健康への意識の向上とともに週１回以上の運動・スポーツの実施率が

向上した。また、ジュニアスポーツ教室やゴールデンエイジプロジェクトなどジュニア世

代からの一貫指導体制の強化等により国内外で活躍する本県スポーツ選手が増加した。そ

の一方で、50 歳代以上の運動・スポーツ実施率や県民誰もが気軽に楽しむことができる

スポーツ環境の整備には依然、課題があり、一層の取組が求められている。また、障害の

ある人の多様なスポーツ活動に参加する機会の充実が求められている。

[今後の方向性]

今後は、平成24年12月に策定した「兵庫県スポーツ推進計画」に基づき、県民一人一

人が健康で、いきいきと暮らす社会「スポーツ立県ひょうご」の実現を目指して、「スポ

ーツクラブ21ひょうご」の一層の推進や環境整備等により、スポーツ実施者の増加や成

人のスポーツ未実施率の減少等に取り組み、さらなる県民の健康保持増進を図る必要があ

る。また、東京オリンピック開催に向け、兵庫県体育協会等、競技スポーツ関係団体との

連携のもと、長期的展望に立った一貫指導体制を推進し、競技力を一層向上させ、国内外

で活躍する選手を数多く輩出することに取り組む必要がある。さらに、障害者スポーツ大

会の開催支援による大会開催数の確保等に努め、障害のある人のスポーツ参加機会の拡充

に取り組む必要がある。
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「第1部 教育をめぐる現状と課題」で述べた社会情勢の変化や、第１期計画において、

「元気兵庫へ こころ豊かな人づくり －県民すべてがかかわる兵庫の教育の実現－」を

掲げ、本県がこれまで取り組んできた教育の成果と課題を踏まえ、本計画においてめざす

べき兵庫の教育の基本理念を示す。

本県では、従来から、「こころ豊かな人づくり」を県民運動として掲げ、県民が一体とな

って子どもたちを育む取組を進めてきた。第１期計画においても、大震災からの創造的復

興の過程で進めてきたボランティアや助け合いなどの共生の心を育む取組とともに、兵庫

型「体験教育」の展開など、学校・家庭・地域が連携協力した教育を継承してきた。

社会が激しく変化する中で、兵庫の子どもたちが、創造性やチャレンジ精神を持って、

自ら課題を見つけ、その解決策を考え、実行して、その責任をとることができる自立した

人間として、たくましく生き抜いていけるよう、新たに「自立」を加えた。また、「学び、

育て、支える」には、全ての県民が「生涯を通じて『学び』、保護者や教職員、地域の大人

として子どもを『育て』、子どもたちが学ぶ環境や子どもたちを育む仕組みを『支える』」

という県民が教育に関わる姿を示した。

「兵庫」は、豊かな自然、伝統・文化、そして、豊かな人と人とのつながりなど、世界

に誇るわたしたちのふるさとである。ここに掲げた基本理念は、ふるさと「兵庫」が育み、

創造していく、教育のめざす姿である。

基本理念に基づき、本県において「めざすべき人間像」と「培うべき力」は、以下のと

おりである。

第２部 兵庫の教育のめざす姿

１ 基本理念

２ 「めざすべき人間像」と「培うべき力」

兵庫が育む こころ豊かで自立した人づくり

－学び、育て、支えるひょうごの教育－
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〔 めざすべき人間像 〕

○ 知・徳・体の調和がとれ、自立して生涯にわたって自らの夢

や志の実現に努力する人

○ ふるさとを愛し、互いに支え合い協力しながら、明日の兵庫

を切り拓き、日本の未来を担う人

○ 伝統と文化を尊重し、創造性やチャレンジ精神をもって国際

社会に貢献できる人

〔 培 う べ き 力 〕

○ 心身ともに健康で、幅広い知識と教養を身に付け、真理を求

める態度を養い、豊かな情操と道徳心を培うこと

○ 幅広い知識と教養、柔軟な思考力に基づく判断力や創造力、

コミュニケーション能力を培い、勤労を重んずる態度を養い、

生涯にわたって個性や資質能力を磨き、志をもって自らの未来

を切り拓く力を培うこと

○ 一人一人が社会を構成する一員としての責任を自覚し、公共

の精神や人権尊重の精神に基づき、よりよい社会づくりに向け

て主体的に行動する力を培うこと

○ 生命を尊び、自然を大切にし、思いやりや寛容の心をもって

多様な人々と共生する態度を養うなど、震災の教訓を踏まえ、

地域の人々と手を携えながらふるさと兵庫の発展に貢献する力

を培うこと

○ 伝統と文化を尊重し、国やふるさと兵庫を愛する態度を養う

とともに、異なる文化や価値観を尊重し、国際社会の平和や発

展に貢献する力を培うこと
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兵庫の教育のめざす姿、基本理念の実現に向けて、教育行政、学校はもとより、家庭や

地域等は、子どもたちの成長にかかわる当事者として、それぞれが責任と役割を自覚し、

社会全体で取り組んでいかなければならない。これまで「こころ豊かな人づくり」を県民

の「参画と協働」のもと進めてきたことを引き継ぎ、県民全てが教育に関わっていくこと

がこれからも不可欠である。また、教育行政、学校・社会教育施設等の教育機関、家庭、

地域、ＮＰＯ、ボランティア、企業や民間事業者、社会教育団体、青少年団体、子どもの

教育に携わる関係団体や機関等が連携・協力しながら教育に取り組むことが求められる。

（１）教育行政

○ 教育行政は、兵庫の子どもたちの学力や道徳性、体力などの現状と課題を把握し、

適切かつ実効性のある対策を的確に遂行していく責任がある。その際、学校や教職員

等に必要な指導・助言を行うとともに、教職員が子どもたちに寄り添い、自信と誇り

を持って教育活動に専念できるよう支援を行う。

また、教育行政全体で、学校教育、社会教育・生涯学習等の振興を推進し、学校、

家庭、地域、関係機関などの教育の主体と連携・協力するとともに、各主体を支援す

る中で必要な施策を実施する。

○ 県と市町は、緊密な連携により一体となって、「学び、育て、支えるひょうごの教育」

に基づく施策を遂行する主体である。県は、市町の自主性を尊重しつつ、各市町の教

育現場の実状を踏まえ、本計画の実現に向け適切な指導・助言や情報提供等を行い、

現場の創意工夫を促す必要がある。

さらに、本計画を実効性あるものとしていくためには、県と市町は、本計画の基本

理念を学校現場の教職員と共有しながら、各取組を強化していく必要がある。

○ （国の動向を踏まえつつ、教育委員会の機能充実について記載）

（２）学校（教員）等、教育機関

○ 学校は、子どもたちに知・徳・体の調和がとれた「生きる力」を育む場であり、子

ども同士、子どもと教員が互いに厚い信頼関係と深い敬愛の念を深める中で、子ども

たちが学習に意欲的に取り組み、培うべき力の基礎を習得し、子どもたちの人格の完

３ 各主体の責任と役割

教育行政は、兵庫の子どもたちの現状と課題を把握し、「学び、育て、支えるひょ

うごの教育」を実現するため、適切かつ実効性のある施策を遂行する。学校や教職員

等に必要な指導・助言を行い、教職員が教育活動に専念できるよう支援する。

学校は、単なる知識・技術の伝達にとどまらず、子どもたちの人格の完成をめざし

た教育を行う。教員は、絶えず研究と修養に励み、その職責の遂行に努める。

社会教育施設は、県民の学習の機会及び情報の提供など社会教育の振興に努める。
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成をめざした教育を行う場である。

その教育活動を担う教員は、自己の崇高な使命を深く自覚し、絶えず研究と修養に

励み、その職責を遂行し、子どもたちが安心して自己表現し、集団の一員として他者

と協働して学べる場の提供に努める。また、学校の組織の一員として、校長のリーダ

ーシップのもと一丸となって職務を遂行する。

○ さらに、学校は、家庭や地域から寄せられる期待を、真摯に受け止めるだけでなく、

教育内容・方法、環境がより豊かになるよう、学校以外の多様な教育の主体との緊密

な連携・協力して教育を行う。

○ 公民館、図書館等の社会教育施設は、地域住民に多様な学習の機会と場を提供する

地域の学習・文化活動の拠点である。社会教育指導者等は、地域課題や地域住民の学

習ニーズを把握し、また、施設の機能・特性を生かし、ＮＰＯや社会教育団体など教

育の各主体との連携・協働を進め、地域住民の学習活動が円滑に行われるよう必要な

支援を行う。

（３）家庭（保護者）

○ 家庭は、教育について第一義的責任を有し、保護者が子どもたちに愛情を注ぎ、深

い信頼関係の中で、子育てが行われることを基本とし、子どもたちが家族の温かい雰

囲気の中で互いが強い絆で結ばれていることを実感しながら、基本的な生活習慣の習

得、自立心の育成、心身の調和のとれた発達が促される場である。

○ 家庭での生活は、学校、地域、ひいては社会へと繋がっている。幼児期に、いわゆ

る「しつけ」としての基本的な生活習慣をはじめ、自立心や他人を思いやる心など集

団での生活の基本を身に付けておくことは、就学する準備として必要なことである。

また、就学後も、家庭での学習が学習習慣の確立や学習内容の定着に大きな役割を果

たすものであり、子どもたちの各成長段階において、健全な心身、集団や社会に適応

する規範意識の育成、進路選択の支援など、保護者は学校と連携した教育を行う。

（４）地域（地域住民）

○ 地域は、子どもたちにとって、家庭や学校と同じ大切な生活の場であり、多様な人

間関係や、社会の中での習慣や規範を学び、社会の一員として自覚を育む場である。

地域住民は、学校や家庭と相互に連携・協力し、ふるさと兵庫を担うとともに、日本

の未来や国際社会に貢献する人材の育成を行う。

家庭（保護者）は、子どもたちの教育に第一義的責任を有し、基本的な生活習慣を

身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図る。

地域（地域住民）は、学校や家庭と連携・協力を進め、地域の将来の担い手である

子どもたちの教育に積極的に関わる。
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○ 地域住民は、子育てを行っている保護者に寄り添い、その不安や孤立感を和らげた

り、学校教育の場に自身の経験や技能、学習成果を提供したりするなど、自らできる

行動を積極的に行う役割を担う。

子どもたちにとっての地域は、愛着を感じ、その一員としての自覚を育み、将来は

その地域の発展に尽くしたいという思い入れの生まれる場所、ふるさとである。ふる

さと兵庫を担う人づくりには、子どもたちに、地域の人々や伝統、文化、歴史に積極

的に関わり、ふるさとについての理解を深め、その価値を継承させるとともに、地域

の課題解決の担い手として活力ある元気な兵庫づくりに積極的に貢献していこうと

する態度や、多様な人々と協働して新たな文化や価値を創造していこうとする態度を

育むことが必要である。

基本理念を実現するための基本方針を定め、それぞれについての基本的認識や方向性に

ついての考え方を示す。

子どもたちがそれぞれの個性・能力に応じてこれからの社会を生き抜いていくために

は、学びの原動力や推進力となる「夢や志（目標）を持つこと」や「それを実現しよう

とする意欲・態度を育成すること」が不可欠である。

このため、以下の基本的方向に沿って、教育施策の充実を図る。

○ 社会的自立に向けたキャリア形成の支援

子どもたちが夢や目標を持ち、具体の計画を立て、それに向かって進んでいく力（キ

ャリアプランニング能力）をはじめ、コミュニケーション能力や課題対応能力等、社会

的自立に必要な能力を育成するため、小中高それぞれの発達段階に応じ、社会とのつな

がりや社会における自らの役割、将来の生き方・働き方など、「社会的自立に向けたキャ

リア形成の支援」に取り組む。

○ 兵庫型「体験教育」の推進

子どもたちの豊かな情操や規範意識、自然との共生や自他の生命の尊重、自尊感情、

他者への思いやり、集団における役割と責任、社会性、公共の精神、自ら考え行動する

力などを育むため、自然や社会との関わりを実感させる「兵庫型『体験教育』の推進」

に取り組む。

４ 基本方針

基本方針１ 自立して未来に挑戦する態度の育成
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○ グローバル化に対応した教育の推進

グローバル化が進行する社会において、国際社会の一員として、語学力やコミュニケ

ーション能力を身に付け、主体性や積極性、創造性、チャレンジ精神、リーダーシップ、

協調性、柔軟性、異文化に対する理解と日本人としてのアイデンティティなどを培うた

め、外国語教育の充実、国際交流や海外留学の促進、伝統文化に関する教育など、「グロ

ーバル化に対応した教育の推進」に取り組む。

子どもたちの能力や可能性を最大限に伸長できるよう、発達段階に応じた教育ととも

に、学びの連続性を確保し、生涯を通じて学び続けていく力を培うことが求められてい

る。

このため、以下の基本的方向に沿って、教育施策の充実を図る。

○ 「確かな学力」の育成

子どもたちに基礎的・基本的な知識・技能と思考力・判断力・表現力、主体的に学習

に取り組む態度などの確かな学力を身に付けさせるため、全国学力・学習状況調査の結

果を踏まえた学力向上方策の充実、「ことばの力」の育成、理数教育の充実、情報教育の

充実など、「『確かな学力』の育成」に取り組む。

○ 「豊かな心」の育成

子どもたちの豊かな情操や規範意識、自他の生命の尊重、自尊感情、他者への思いや

り、集団における役割と責任、社会性、公共の精神、主体的に判断し、適切に行動する

力などを育むため、道徳教育と道徳的実践の場としての兵庫型「体験教育」等を両輪と

して推進するとともに、人権教育の推進、環境教育の推進、防災教育の充実など「『豊か

な心』の育成」に取り組む。

○ 「健やかな体」の育成

生涯にわたってたくましく生きるために必要な健康や体力を養うため、食育を含めた

子どもの心身の健康保持増進、交通安全や防犯など学校の安全に関する教育、学校や地

域における子どものスポーツ機会の充実など、「『健やかな体』の育成」に取り組む。

○ 幼児期の教育の充実

心情、意欲、態度、基本的生活習慣など、生涯にわたる人格形成の基礎を培うため、

認定こども園、幼稚園、保育所における子どもの発達や生活・学びの連続性を踏まえた

幼児一人一人の特性に応じた教育・保育の充実、保・幼・小連携の推進など、「幼児期の

教育の充実」に取り組む。

○ 特別支援教育の充実

通常の学級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ等を含めた特別な支援が必要な子どもたちの能

力や可能性を最大限に伸ばし、自立し社会参加するために必要な力を培うため、一人一

基本方針２ 「生きる力」を育む教育の推進
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人の教育的ニーズを把握し、きめ細かく適切な教育的支援を行う「特別支援教育の充実」

に取り組む。

○ 私学教育の振興

多様化するニーズに応じた特色ある教育を推進するため、私立学校の多様な個性や能

力を伸ばす教育の充実、経常費補助や授業料軽減等の助成、専修学校・各種学校等への

教育の振興のための助成など、「私学教育の振興」に取り組む。

○ 高等教育の推進

高度な人材の育成や国際競争力のある研究水準の確保、地域社会との連携強化など多

様化するニーズに対応するため、伝統と強みを活かした個性・特色豊かな県立大学づく

りの推進、県内外の大学の連携、県内大学の地域への社会貢献の推進など、「高等教育の

推進」に取り組む。

学校、家庭、地域は、それぞれが子どもたちの成長にかかわる当事者として、責任と

役割を果たし、互いに連携・協力して、子どもたちの教育に取り組んでいく必要がある。

また、教育行政は、学校、家庭、地域における教育が、効果的に実施され、円滑に連携

協力がなされるよう効果的な施策の実施が求められる。

このため、以下の基本的方向に沿って、教育施策の充実を図る。

○ 学校の組織力及び教職員の資質能力の向上

質の高い教育を提供し、緊急・重大な問題に対し教職員が一丸となって機動的かつ的

確に対応するため、教員の授業力と多様な教育課題に対応する指導力の向上、校長のリ

ーダーシップのもと教員一人一人の力を組織的かつ機動的に生かしていく教職員全員の

協働体制の確立など、「学校の組織力及び教職員の資質能力の向上」に取り組む。

○ 安全・安心な学習環境の整備

子どもたちが安全な学習環境で安心して学ぶため、学校施設の耐震化や登下校の安全

確保等の適切な学習環境の整備・充実、様々な困難や課題を抱える子どもたちに対する

経済的支援など、「安全・安心な学習環境の整備」に取り組む。

○ 家庭の教育力の向上

基本的な生活習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の調和のとれた

発達を促す家庭の教育力を高めるため、親が親として成長するための学びの機会・場と

その情報の提供、関係機関の連携による地域が家庭を支える体制づくりの支援など、「家

庭の教育力の向上」に取り組む。

基本方針３ 子どもたちの学びを支える仕組みの確立
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○ 地域全体で子どもを育てる環境づくりの推進

地域の中で、子どもたちに多様な学びと交流を提供し、地域全体で子どもたちを育む

ため、地域が学校を支える活動、開かれた学校づくりの推進など、地域ぐるみで子ども

を育成する体制の構築を図る「地域全体で子どもを育てる環境づくりの推進」に取り組

む。

県民一人一人がその生涯を通じて、生きがいを持って、社会教育・生涯学習の場で様々

な学びの機会を得ることや、社会の一員として必要な学びや自らが生きる地域の課題を

協働して解決していこうとすることは、明るく豊かで活力に満ちた社会の形成に不可欠

なものである。

このため、以下の基本的方向に沿って、教育施策の充実を図る。

○ 生涯を通じた学びの機会・場の充実

県民一人一人が、その生涯を通じて、その時々において生きがいをもち、様々な学び

の機会を得るため、社会教育施設の活用、社会人として必要な学習課題と県民の学習ニ

ーズに対応し学びと実践が一体化した学習機会の充実、社会教育指導者・生涯学習支援

者など学習を支える人材の養成、社会教育・生涯学習に関する情報提供など、「生涯を通

じた学びの機会・場の充実」に取り組む。

○ 文化財の保存・活用

地域住民の心の拠り所となる文化財の健全な保存を図るため、豊かな文化財を後世に

伝えるとともに、ふるさとの文化への理解を深め、伝統が息づく新たな地域文化を創造

する「文化財の保存・活用」に取り組む。

○ 「スポーツ立県ひょうご」の実現

全ての県民がスポーツを通じて、一人一人が健康で、いきいきと暮らす社会を実現す

るため、子どもから成人までのスポーツ機会・環境の充実、ジュニア期からトップレベ

ルまでの一貫した指導体制による競技スポーツレベルの向上、障害者スポーツに関する

環境の整備、「官民学産」が連携・協働した取組によるスポーツ環境の整備など、「『スポ

ーツ立県ひょうご』の実現」に取り組む。

基本方針４ 全ての県民が学ぶ生涯学習社会の形成
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